
郵便事業㈱の収支改善施策等に係る報告の概要 

平成 23 年 2 月 4 日 

総 務 省 郵 政 行 政 部 

事業計画と中間決算との乖離に係る要因分析 

「平成 22 事業年度事業計画（上期）」と実績（中間決算）との営業損益ベース

の乖離（△285億円）の要因 

① JPエクスプレス社承継分の乖離  △ 244億円 

昨年２月認可時の計画との乖離     △  82億円 

         （収益△33億円、人件費+62億円、集配運送費等△13億円） 

7 月発生の遅配事故関係による乖離    △ 162 億円 

         （収益△29億円、人件費+62 億円、集配運送費等+72 億円） 

② その他の要因（郵便等の収益減等） △ 41億円 

 

郵便事業㈱の収支改善目標 

○ 平成 24年度は、会社全体が単年度営業黒字化 

○ ゆうパック事業は、5年程度での単年度営業黒字化 

 

収支改善施策の内容 

（１）短期的課題（23年度に関係機関との調整等を完了し、24年度に本格実施） 

① 運送便の見直し 

② 集荷体制の見直し及び集配作業の生産性向上 

③ 要員の適正配置、お客様との取引条件の見直し等 

 

（２）中長期的課題(郵便減少という構造問題への取組) 

  ア）基本的な経営方針 

   郵便事業：ユニバーサルサービスとして、なるべく安い料金であまねく

公平に提供することが求められていることから、今度とも、

健全経営の下、安定的な提供に努める。 

   ゆうパック事業：競合他社との厳しい競争の下、引き続き成長が期待で

きる分野であり、郵便事業の下支えともなる重要な事業との

位置付け、その発展に努める。 

 イ）郵便事業㈱が予定している具体的な内容 

   ① 新商品サービスの開発等 

② IT、機械化等への設備投資及びネットワークの改善 

③ 給与・人事体系の見直し 

 



関係機関との調整が必要なため、具体的な改善効果額等は、調整が終了し

た段階で、追加報告を行う。 
  

（３）更なる収支改善施策 

 経営改善目標を実現するため、更なる収支改善施策について検討中。関係

機関との調整が終了した段階で追加報告を行う。 

   ・ 日本郵政グループ各社に対し可能な支援の要請 

・ 人事・給与面の措置              等 
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